
名古屋大学生物研究会（通称「生研」）は、生き物好きの
学生が集まり、生物観察を楽しむサークルです。活動内
容は多岐にわたり、東山キャンパス内での鳥類調査「バー
ドセンサス（鳥セン）」や、東海地方をはじめとした各地で
の遠足・合宿を通じた生物観察、名大祭での生物に関す
る展示などがあります。また、名古屋大学博物館や各機
関・団体と連携したイベントの企画も行っています。今回、
2024年10月から12月にかけて実施した名古屋大学博物
館野外観察園（以下、野外観察園）サテライト展示「ふるさ
との自然を見つめる－東海地方の里山を彩る花々」につい
て紹介します。

本展示では、東海地方の里地里山に多く存在する「湧
水湿地」と、それを取り巻く環境に生息する生きものを写
真や標本を通じて紹介しました。「東海丘陵要素」と呼ばれ
る植物に代表される、一般にはあまり知られていない東
海地方固有の自然を広めることを目的とし、大型写真の
展示により湧水湿地にいるような体験を提供しました。東
海丘陵要素植物の色とりどりな花々の写真を通じて、湧
水湿地が開発や自然の摂理によって減少しており、各地
で保全活動が進められているものの、人為的に生態系を
維持することが難しい現状を、来場者の方に伝えることが
できました。

さらに、ドングリの展示も同時に実施しました。ドング
リは里地里山でよく見かけ、多くの人が一度は拾った経
験がある身近な存在です。本展示では、日本で見られる

23種のドングリの実物と樹上で結実した写真を紹介しまし
た。開催期間がちょうどドングリの落下時期と重なったこ
とで、より多くの方に関心を持っていただくことができまし
た。また、世界のドングリの展示を通じて、ドングリの多様
性を実感してもらう機会も提供しました。

11月にはギャラリートーク&野外観察園のドングリ観察
会を実施し、実体顕微鏡を用いた植物観察イベントも開催
しました。モウセンゴケ類の捕虫器官の粘着性や、採集し
たドングリの花柱の構造などを観察することで、普段とは
異なる視点から植物の魅力を体験していただきました。

今回の展示を通じて、四季の移り変わりとともに湿地
や里山の魅力を再発見し、それらへの理解を深めるきっ
かけを提供できたと考えています。また、実際に現地へ
足を運ぶ動機づけにもなり、多くの方々に自然保護への
関心を持っていただく機会となりました。今後も生研は、
多くの学生が生物観察を楽しめるよう、これまで積み重ね
てきた活動を継続するとともに、生物多様性の保全や環
境問題の解決を
目指し、地域の
方々に生き物の
魅力を伝える活
動を推進し、社
会的責任を果た
していきます。

学生の力でつなぐ自然と地域
名古屋大学生物研究会

展示の様子

野外観察園での観察会の様子

チラシに里山・湿地マップを掲載

学生の活動

	名古屋大学生物研究会
	 https://seikennu.blog.fc2.com

生物研究会全体
＠Nagoyau_Seiken

水班
＠seiken_mizuhan

環
境
に
関
す
る
社
会
貢
献
活
動

5

47E N V I R O N M E N TA L   R E P O R T   2 0 2 5



名大祭は毎年6月に開催される東海地区最大級の大学
祭であり、2024年度では第65回を迎え、6月6日から6
月9日にかけて4日間行われました。

名大祭実行委員会は環境への負荷を考慮してごみの
分別に力を入れています。分別項目は可燃ごみ、生ご
み、プラスチックごみ、ペットボトル、ペットボトルキャップ、
缶、ビン、資源紙、不燃ごみ、ダンボールと10項目にわ
たっており、第65回名大祭では業者の方と連携すること
で生ごみを堆肥化したり、ペットボトルキャップをワクチン
へとリサイクルしたりすることに成功しています。また、学
生や近隣住民の方々に不要となった本を譲っていただき、
名大祭期間中に古本市を開催するなど近隣の方と密着し
た取組も行っております。

こうした活動を通して、名大祭実行委員会として環境

こんにちは、名古屋大学環境
サークルSong of Earth です。
私たちは、通称SOE という名
前で「学生からできる環境活動
を実践する」ことを目標に無理
なく楽しみながら様々な活動に
取り組んでいます。

活動としては、毎週行う活動
としてごみ拾いと花いっぱい運

動を実施しています。ごみ拾いでは、週に一度、名古屋
大学構内やその周辺を歩いてごみを集め、分別する活動
を行っています。さらに、2024年から拾ったごみの数を
種類別で数えてデータを集める、大学内のどこでごみが
多いかを調査し、ポイ捨て対策を考えるという試みをして
おります。花いっぱい運動では、東山キャンパスの全学

への取組が来場者の方にも広まっていき、環境に対する
意識が大勢の人に広まっていけたらなと思います。現在取
り組んでいる環境への対策を継続しつつ、新たな取組に
も挑んでいきたいです。

教育棟前にある花壇を整備して、季節の変わり目に植え
替えを行い、授業後に水やりや除草を実施して一年中綺
麗な花壇づくりに取り組んでいます。

不定期活動もいくつか行っており、学校祭や学童にて
小学生向けに牛乳パックを用いたエコ工作教室の開催、
キャンパス内の緑に親しみを持ってもらうため植物マップ
の作成をしています。また、大きなイベントとして毎年3月
末にリユース市を開催していて、卒業生や在学生からいら
なくなった家具・
家電を譲り受け、
新入生などの新
たな必 要とする
方々へ引き渡すと
いう活動をしてい
ます。

名大祭での環境保全への取組

じわじわ拡大、活動の輪

ごみステーションの運営の様子

リユース市の様子(2025年3月23日)

ごみ拾いの様子

	環境サークルSong of Earth
	 https://songofearth.nagoya/

	名古屋大学下宿用品リユース市リンク
	 https://reuse-nagoya.org/

https://twitter.com/
reuse_market

学生の活動

名大祭実行委員会 環境対策部

名古屋大学環境サークル Song of Earth
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わたしたち岐阜大学環境サークルG-ametは、岐阜大
学キャンパスで環境に関する課題を見つけ、学生主体で
さまざまな環境活動を企画・実践しているサークルです。
資源循環の促進から生物多様性の保全まで、幅広い分
野で活動を展開しています。

資源の有効活用を目指す「資源循環推進プロジェクト」
では、キャンパスの資源に着目したリユース・リサイクル活
動を行っています。たとえば、研究室に眠っている古本
を学生に無償譲渡する「古本市」や、卒業時に手放される
自転車を新しい持ち主へと引き渡す「自転車リユース市」
を開催しています。また、大学の食堂から出た廃油と学
生から回収した空き瓶を活用したキャンドルづくりも毎年
行っています。さらに、新たな取組として、古着からでき
たリサイクル糸や使わなくなったクレヨンなどを使ったオリ
ジナルのリサイクルグッズづくりにも挑戦しています。資
源の循環だけでなく、活動を見た学生の環境意識を向上
させることも目標にしています。

また、私たちは岐阜大学の自然保存地である「鷭ヶ池（ば
んがいけ）」の自然環境の改善を目指す「鷭ヶ池自然再生
プロジェクト」にも取り組んでいます。鷭ヶ池には多くの貴
重な動植物が生息していますが、半世紀近く放置されて
しまった結果、湿地的な生態系の衰退や岸の浸食が進ん
でいるのが現状です。私たちは、今ある環境を大事にし
つつよりよい鷭ヶ池にしていくため、環境調査をしたり、
自然再生方策を実施したりしています。

2024年度は、学内外の多くの方々のご協力のもと、
鷭ヶ池では初めてとなる池干し（かいぼり）を試験的に実施
しました。今後も、生物多様性の高いエリアである「エコ
トーン」の創出など様々な活動を続けていきます。

また、自然豊かなキャンパスの魅力を多くの人に知って
いただくため、環境教育活動にも取り組んでいます。地
域の方を対象とした植物イベントを開催した際は、植物を
巡るキャンパスツアーを通じて樹木の魅力を紹介し、その
樹木を紹介する樹名板を製作しました。この樹名板は、実
際にキャンパスの樹木に設置しており、イベントに参加さ
れた地域の方からは「キャンパスに親しみがわいた」という
お声をいただいています。

これからも、学生ならではの視点を生かし、よりよい岐
阜大学キャンパスを目指して、さまざまな環境活動に取り
組んでいきたいと思います。

よりよい岐阜大学キャンパスを
目指して

鷭ヶ池での活動の様子

古本市

キャンパスの樹名板

	岐阜大学環境サークルG-amet
	 https://g-amet.mods.jp/ 　

学生の活動

岐阜大学環境サークルG-amet
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東海国立大学機構の環境報告書の編集には、多くの学生編集委員が関わっています。研究者にインタビューをしてその
内容を記事として執筆したり、他大学を含めた学生同士で環境問題について語り合う対談企画を行うなどの学生間交流を行
い、その内容を記事にまとめるなど、さまざまな形で環境報告書の編集に携わっています。

岐阜大学と名古屋大学の学生編集委員同士の交流をきっかけに立ち上がった「キャンパス生態系マッププロジェクト」の活
動を紹介します。

環境報告書 学生編集委員企画

木を発見できました。また、6月にはアナログの「名古屋大
学樹木マップ」が完成しました。大枠は岐阜大学環境サー
クルG-ametが作成したものを参考としつつ、内容は名古
屋大学ならではの視点にこだわりました。約半年の調査が
ついに実を結び、次の段階に踏み出す準備ができました。

その第一歩としては、学生向けの樹木観察会を開催し
ました。観察会では、樹木マップをもとにルートを決定し、
東山キャンパス理系地区を中心に樹木を観察しました。ま
た、名大祭では植物の種子やさく葉標本、写真を展示し、
樹木マップを頒布しました。展示を通して多くの方々とお
話しすることがで
き、学内の緑が学
外への扉を開いて
くれたのだと思う
と、これからの活
動により期待が高
まりました。

 “もっと色々な人に大学の緑を好きになってもらいたい”──そんな思いでスタートした名古屋大学キャンパス生態系マッププ
ロジェクトは、2025年で2年目を迎えました。岐阜大学と名古屋大学の学生編集委員の交流がきっかけとなって始まったこの
プロジェクトは、名古屋大学環境サークルSong of Earthが中心となって、両大学の学生が一緒になって進めてきました（関
係記事 環境報告書2024 p.57）。2024年は企画や樹木の調査といった準備が主でしたが、2025年は名古屋大学の緑を
知ってもらうための実践を進めています。

名古屋大学では、グリーンフロント研究所株式会社の
「ふるさと・フォト・メモリシステム」を用いた「名古屋大学
デジタル樹木マップ」が完成しました。本マップはWeb上
で閲覧することができ、名古屋大学東山キャンパスのど
こにどんな樹木が生えているのかを細かく調べることがで
きます。マップ作成のための調査では、約180種もの樹

アナログ樹木マップ（名古屋大学東山キャンパス）

左から
関原雫（岐阜大学応用生物科学部2年）
上井ゆり子（岐阜大学応用生物科学部3年）
堀部真生（岐阜大学応用生物科学部4年）
中島茉里（名古屋大学農学部4年）
南佑奈（名古屋大学農学部1年）
木原大翔（名古屋大学農学部1年）
武居和秀（名古屋大学農学部4年）

名大祭での展示

キャンパス生態系マッププロジェクト

名古屋大学発・樹木マッププロジェクト
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岐阜大学では、環境サー
クルG-ametが、キャンパス
で9 〜11月に見られる雑草を
中心に掲載したオリジナル小
冊子、「秋の雑草ハンドブック」
をつくりま
し た。「 岐
阜 大 学 樹

木マップ」、「キャンパス植物まるわかり
BOOK『ミドリイロノジンセイ』」に続
く第3弾です。

キャンパスの植物・自然に親しんでもら
えるよう、分かりやすい解説に加え、作
成メンバーによるひと言コメントも載せて
います。

2025年7月には両大学の学
生が集まって活動報告会を開き
ました。両大学の樹木マップを
見比べたり、「岐大でよく見る秋
の雑草ハンドブック」を読んだり
することで、大学の緑の特性の
違いを感じるとともに、その魅力

を伝えるための工夫について意見交換することができまし
た。互いの成果物を鑑賞する中で、「この表現いいね！」「こ

また、特集ページでは、「遊ぶ・観察する・食べる」など、雑
草のさまざまな楽しみ方も紹介しています。

普段の生活の中でよく見かける種を掲載しているので、
岐阜大学キャンパスに馴染みがある方はもちろん、そうで
ない方にも楽しんでいただける内容になっています。ぜひ
多くの方に読んでいただきたいです。
「 秋 の 雑 草 ハンド

ブック」や、キャンパ
スの樹木の紹介冊子

「キャンパス植物まる
わかりBOOK『ミドリ
イロノジンセイ』」のデ
ジ タル 版 はG-amet
のホームページよりご
覧いただけます。

んな植物が生えてるんだ！」といった感嘆の声が終始上がり、
活動に対するメンバーの意欲がさらに高まりました。また、
G-ametの樹名板づくりや植物ツアー（p.49参照）などのイ
ベントについてのノウハウを共有したことで、名古屋大学で
実践するための具体的な課題を検討することができました。
交流を通じて両大学の学生の親睦も深まり、よりいっそうプ
ロジェクトの進展に拍車がかかったように感じられます。岐
阜大学でも名古屋大学でも今後より精力的な環境活動がで
きればと考えています。

秋の雑草ハンドブック

活動報告会

キャンパス植物
まるわかりBOOK

「ミドリイロノジンセイ」 樹木マップ(岐阜大学柳戸キャンパス)

岐阜大学発・樹木マッププロジェクト

プロジェクトメンバーの交流

　岐阜大学学生サークルの里山暮らし応援隊は、揖斐川町春日地区の地域振興を目的に活動しています。現在活動の拠
点としている「貝原棚田」では、管理者の高齢化などにより、耕作放棄地が年々増加しています。こうした耕作放棄地は、景
観の悪化のみならず害獣の被害などを招いてしまいます。こうした事態を避けるため、里山暮らし応援隊では、「貝原棚田」
で飛騨美濃伝統野菜を栽培する活動を行っています。耕作放棄地を減らすとともに、地元の伝統文化を継承しようと日々
励んでいます。また、春日地区の活性化のため地元のお祭りにも参加しています。2024年度は、「こいやーかすがまつり」
にて、菜餅やヨモギ餅の販売を行いました。様々な人との交流を深め、我々の活動を知ってもらう良い機会となりました。
　こうした活動を行うには、現地の方の理解や協力が何よりも大切です。そのため、2025年3月には揖斐川町長と対談
する機会を設けていただきました。対談では、若い力で里山を活性化するモデルケースとなってほしいとの意見を頂き
ました。今後も棚田保全・地域活性化に取り組むべく、現地の方との意見交流を軸として活動を進めていきたいです。

地域の未来を耕す
～飛騨美濃伝統野菜とともに守る、里山の風景～

環境報告書学生編集委員
岐阜大学応用生物科学部２年　岩本 侃大

いわもと かんだい

こいやーかすがまつり 町長対談の様子 町長対談での記念撮影

	G-amet　植物冊子のページ：
	 https://g-amet.mods.jp/キャンパス植物マップ/

	Song of Earth　樹木マップのページ：
	 https://songofearth.nagoya/activity/tree_map/
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6

166,913 MWh

電気

6,361 (千)m3

ガス

36 kL

石油類

271 (千)m3

水道水

935 (千)m3

井戸水

359 t

紙類

INPUT OUTPUT

83,520 t-CO2

CO2 排出量

1,206 (千)m3

排水量

1,843 t

産業廃棄物

一般廃棄物

（内 リサイクル量 892t）
2,233 t

大学活動

東海国立大学機構では、カーボンニュートラルの達成を目指し、岐阜大学および名古屋大学の教育・研究・医療活動に

伴って発生する環境負荷を把握し、データを集計・分析して環境負荷低減に努めています。各大学のこれまでの環境負荷

低減に向けた環境パフォーマンスとその推移を示しつつ、東海国立大学機構として合算したデータも表すことで、本機構

全体としての環境パフォーマンスを報告します。東海国立大学機構の環境マネジメントとして、両大学の強みを生かした相

乗効果により、教育・研究・医療活動を通して、持続可能な社会の実現を目指します。

東海国立大学機構の１年間の資源の流入（ＩＮＰＵＴ）と外部への排出（ＯＵＴＰＵＴ）の概要を下記に示します。今後の東海国立大学機構
における環境保全の取組成果を定量的に検証する基となります。

大学の活動におけるマテリアルバランス

環境マネジメントデータ
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東海国立大学機構における総エネルギー使用量を、電力・ガス・石油類(Ａ重油・灯油・ガソリン・軽油)の熱量(ＧＪ：ギガジュール)に換算
して算出した結果を下図に示します。総エネルギー使用量は1,727,976ＧＪとなり、前年比で約6.0％減少しました。エネルギー消費原
単位(施設面積当たりのエネルギー量)では1,612ＧＪ/(千)㎡、再生可能エネルギー (太陽光発電）は1,297ＧＪ(360ＭＷｈ)、総エネルギー
使用量に占める再生可能エネルギーの割合は約0.1％となりました。

電気使用量は、1,440,319ＧＪとなり、前年度比で約8.4％減少しました。これは、省エネ法改正により電気から熱量へのエネルギー
換算係数が変更したことによるものであり、電気使用量そのものは166,913MWhと、前年度比で約2.5％増加しました。電気使用量
が増加したのは、建物が新築されたことによる施設面積の増加と、平均気温が過去最高となったことなどが影響したと考えられます。
ガス使用量は、286,323GJ(6,361千m3)となり、前年度比で約8.9％増加しました。

これまで省エネ・節電活動に伴うエネルギー使用の抑制については大きな成果を上げています。東海国立大学機構はエネルギーの使
用の合理化等に関する法律(省エネ法)の規定に基づく特定事業者として指定されており、経済産業省による特定事業者クラス分け評価
制度において、2020年度の報告(2019年の事業活動)から2024年度の報告(2023年度の事業活動)までの内容が、５年連続でＳクラス

（優良事業者）として評価されています。
キャンパスのエネルギー消費削減を推進する取組の指針である「省エネアクト for ゼロカーボンキャンパス」の下に、機構全体の構成

員が省エネ・節電活動に協力していますが、教育研究活動の活発化や今までにない気候変動の状況下では、エネルギー使用の抑制には
限界があることが懸念されます。

エネルギー使用量（熱量換算）

CO2排出量
東海国立大学機構では、省エネ法に基づき電気・ガスの使用や燃料の燃焼など機構の活動に伴い発生するCO2排出量を算定し、CO2

排出量は83,520tとなり、2023年度比で約3.9％減少しました。
基本的には電気・ガス使用量が増加したことに比例してCO2排出量も増加するのですが、電力事業者が供給する電力のCO2排出係数

が改善(0.459 t- CO2/MWh→0.421t- CO2/MWh)したことによりCO2排出量が抑制され、電気・ガス使用量の増加に反して減少し
ました。

東海国立大学機構におけるCO2排出量の削減の考え方は、カーボンニュートラルロードマップ(p.８～９)により示されています。なお、ロー
ドマップではCO2排出量は2023年度比では増加となっていますが、これは2024年度以降のCO2排出係数を国の長期エネルギー需給見
通しで示された基礎排出係数を用いているため、2023年度のCO2排出量の算定でも基礎排出係数(0.433t-CO2/MWh)を用いており、
環境マネジメントデータで用いた調整後排出係数(0.459t-CO2/MWh)との差により異なる結果となっています。
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1,000,000

2020 20222021 2023 2024

2,000,000

0

1,000

2,000

0

GJ GJ/(千)m2

集計年度

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量

岐大エネルギー使用量（ガス＋石油類）

機構総エネルギー使用量

岐大エネルギー使用量（電気）
岐大エネルギー消費原単位

機構エネルギー消費原単位

名大エネルギー使用量（ガス＋石油類）
名大エネルギー使用量（電気）
名大エネルギー消費原単位

1,727,976GJ

1,612GJ/(千)m2
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東海国立大学機構エネルギーマネジメントの取組
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ENVIRONMENTAL MANAGEMENT DATA

東海国立大学機構では、「2030年に温室効果ガスを51％削減(2013年比)以上削減し、2050年までのできるだけ早い時期にカーボ
ンニュートラル実現を目指す」ことを目標としています。この目標達成のため、省エネ・効率化の取組ではキャンパス内のエネルギー消費に
よるCO2排出量の一層の削減を図るため、それぞれの大学で包括的な省エネルギー対策に取り組んでいます。建物をＺＥＢ(ネット・ゼロ・
エネルギー・ビル)にすることや、照明器具のＬＥＤ化、空調機器の更新、再生可能エネルギーの導入などを進めています。

岐阜大学では、教育学部附属小中学校の照明LED化、総合研究棟Ⅰ及び医学部看護学科の一部ならびに第2食堂の空調設備の更
新を実施しました。さらに、教育学部A棟の改修工事においては、大幅な省エネルギー化を図り、A棟Ⅰ期の改修工事部分においてZEB 
Readyを達成しました。

名古屋大学では、東海国立大学機構の目標に加え、「2040年代のできるだけ早い時期におけるキャンパスのカーボンニュートラル実
現を目指す」ことを新たな目標として設定しています。2024年度実績では、前年度比で約3.9％減少しており、基準年である2013年度
比では約17.9％減少しています。省エネルギー対策として、ＩＢ電子情報館の空調エネルギーのおよそ13％削減を見込んだ空調設備41
系統の更新、全学教育棟および小規模建物の照明エネルギーのおよそ50％削減を見込んだ照明器具約2,100台のＬＥＤ器具への更新を
実施しました。さらに、大規模改修計画にあたり建物のＺＥＢ化を図り、新築建物のCommon NexusではZEB Readyを達成しました。

今後も、両大学ともに更なるCO2排出量削減に取り組んでいきます。

グリーン購入とは、製品やサービスを購入する際に、品質や価格だけでなく環境のことを考え、環境負荷ができるだけ小さい製品や
サービスを、環境負荷の低減に努める事業者から優先して購入することです。

東海国立大学機構は、グリーン購入法、環境配慮契約法を遵守し、環境物品等（環境負荷低減に資する製品・サービス）の調達をする
とともに、毎年その状況の実績を関係省庁に報告しています。今後もグリーン購入及び調達を推進していきます。

紙 類

359,466 kg

文具類

770,578 個

ＯＡ機器

12,685 台

ＯＡ機器消耗品

127,296 個

オフィス家具等

6,805 個

家電製品

463 台
照明器具等

2,895 台

自動車等

33 台

消火器

278 本

制服・作業服

1,450 着

作業手袋

36,559 双

インテリア類

104 枚
役 務

7,058 件

他繊維製品

221 点

防災備蓄用品

24,570 本

エアコンディショナー等

306 台

温水器等

2 台

カーテン・ブラインド

64,752 ㎡
カーペット

39 個
寝 具

ペットボトル飲料水等

● 2024年度  特定調達物品調達実績

CO2排出量削減への取組

グリーン購入・調達
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前年度比で 5.9%増加
1,206(千)m3

78%井水使用

東海国立大学機構では、市から供給を受ける水道水（市水）と、学内の井戸水（井水）を併用しています。
岐阜大学柳戸地区では、美濃の山々から長良川の扇状地へ流れる豊富な地下水があるため、井水を有効活用しています。水資源を

枯渇させないよう近隣住民との取り決めで、１日の井水使用量を２（千）㎥までとし、適宜市水も利用していますが、井水の割合は100％
近くとなっています。柳戸地区の附属病院では、井水使用量の大部分を地中熱回収チラーに利用しています。

名古屋大学東山地区および鶴舞地区は、名古屋市から供給を受ける市水と学内の井水を併用しており、大幸地区では、市水のみを
利用しています。東山地区では、2008年から井水を浄化したものを飲料水として利用可能としています。新たに設置する衛生器具に
ついては節水型を採用し、水全体の使用量の削減に努めています。

また、実験研究で使用した化学物質による公共下水道の重大な汚染を防ぐため、東海国立大学機構では、各部局の建物の近くに排
水モニター槽を設置し、ｐH値を２４時間自動監視しています。加えて、定期的にモニター槽の水質検査を実施し、下水道法で定められ
ている有害物質等の測定値が基準値内であることを確認しています。また、安全教育を通して、実験研究で発生する廃液の適切な分別・
回収と、実験室の流し台から下水道を汚染しないよう注意喚起し、環境汚染の防止に努めています。　

ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の保管および処理の状況は、ＰＣＢ特別措置法（ＰＣＢ廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置
法）に基づき、毎年行政機関に報告しています。

2024年度は、名古屋大学東郷地区の照明器具取替工事において、撤去照明器具から高濃度ＰＣＢ含有安定器が発見されました。そ
のため、高濃度ＰＣＢ廃棄物として適切な保管を行うとともに、名古屋市へＰＣＢ廃棄物等の保管状況等届出書を提出しました。

土壌汚染対策法に基づき、名古屋大学東山地区における工事の掘削範囲において行われた土壌汚染調査の結果、六価クロム化
合物、ひ素およびその化合物、ふっ素およびその化合物が検出されました。土壌汚染の原因は、現在使用している化学物質の漏洩
ではなく自然由来の可能性が高いと考えられます。

不適合土壌の除去、地下水の水質測定は名古屋市に届出をしている汚染除去等計画書に従って適切に対応していきますが、措置
管理区域から一定距離以内の飲用井戸における水質測定では、地下水基準に適合していることを確認しています。

PCB廃棄物管理

土壌汚染

水使用量と下水監視
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ENVIRONMENTAL MANAGEMENT DATA

東海国立大学機構からは廃棄物処理法に基づく一般廃棄物及び産業廃棄物が排出されています。これらは廃棄物処理法及び関連法
規制に基づき、委託業者により適正に処理され、マニフェストにより最終処分まで適切に管理しています。

一般廃棄物の2024年度の合計排出量は2,233tでした。新型コロナウイルス感染症が５類に移行されたことにより、入構者数が
2019年度と同規模になりましたが、一般廃棄物の合計排出量は前年度より減少しました。

産業廃棄物の2024年度の合計排出量は1,843tでした。医学部と附属病院では、感染性の廃棄物（例：使用済みの注射針、血液な
どの付着したガーゼなどの布類）は、医療廃棄物として取り扱い、特定管理産業廃棄物として厳重な管理と処理方法が規定されています。
本報告書では、医療廃棄物を産業廃棄物の１つとして合算しています。

2024年度の実験廃液類の排出量は前年度と比べ約7％減少しました。名古屋大学では無機廃液を多量に排出するプロジェクトが
2021年に始動し、その研究の進展により排出量が変化する傾向にあります。無機廃液・廃試薬以外の排出量の合計は約2%の増加
となっており、例年と同程度の排出量となっています。
「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善に関する法律」に基づくPRTR制度により、化学物質の環境への排出量

や事業所外への移動量を把握し、行政機関に報告することとなっています。2023年度施行の改正により、アセトニトリル等が除外さ
れ、テトラヒドロフラン等が新たに追加されました。報告取扱量は前年度と比べ約4.3t増加しましたが、過去5年間に大きな変動は見
られません。今後も化学物質の安全な取扱に関する教育などを通して、適正管理に努めていきます。

実験廃液・PRTR制度

廃棄物の排出・適正管理
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単位
2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

岐大 名大 機構 岐大 名大 機構 岐大 名大 機構 岐大 名大 機構 岐大 名大 機構

エネルギー	
使用量

電気
MWh 35,072 132,716 167,788 35,850 134,293 170,143 34,994 127,738 162,732 34,386 128,535 162,921 35,093 131,820 166,913

GJ 339,043 1,284,632 1,623,675 346,589 1,300,175 1,646,764 340,766 1,242,495 1,583,261 332,325 1,240,903 1,573,228 302,444 1,137,875 1,440,319

ガス
(千)m3 2,330 3,708 6,038 2,450 4,030 6,480 2,162 3,560 5,722 2,363 3,480 5,843 2,644 3,717 6,361

GJ 104,868 166,842 271,710 110,250 181,379 291,629 97,284 160,212 257,496 106,359 156,636 262,995 118,975 167,348 286,323

重油
kL 28 14 42 28 9 37 28 3 31 28 3 31 0 11 11

GJ 1,095 536 1,631 1,095 360 1,455 1,095 121 1,216 1,095 98 1,193 0 421 421

灯油
kL 7 2 9 9 2 11 6 2 8 4 2 6 6 3 9

GJ 257 77 334 334 62 396 224 63 287 158 77 235 218 108 326

ガソリン
kL 0 9 9 0 8 8 0 6 6 0 6 6 0 6 6

GJ 0 322 322 0 263 263 0 200 200 0 217 217 0 197 197

軽油
kL 0 8 8 0 7 7 0 8 8 0 8 8 0 10 10

GJ 0 309 309 0 279 279 0 298 298 0 313 313 0 390 390

総エネルギー使
用量 GJ 445,263 1,452,718 1,897,981 458,268 1,482,518 1,940,786 439,369 1,403,389 1,842,758 439,937 1,398,244 1,838,181 421,636 1,306,340 1,727,976

施設面積 (千)m2 312 739 1,051 316 736 1,052 321 736 1,057 323 751 1,074 323 749 1,072

エネルギー消費
原単位

GJ/
(千)m2 1,427 1,966 1,806 1,450 2,014 1,845 1,369 1,907 1,743 1,362 1,862 1,712 1,305 1,744 1,612

CO2排出量 t-CO2 20,397 65,612 86,009 22,455 72,253 94,708 20,138 63,513 83,651 20,718 66,184 86,902 20,251 63,269 83,520

CO2排出係数 t-CO2/
MWh 0.445 0.445 0.445 0.473 0.473 0.473 0.434 0.434 0.434 0.459 0.459 0.459 0.421 0.421 0.421

水使用量

水道水 (千)m3 18 256 274 18 241 259 19 230 249 18 240 258 17 254 271

井戸水 (千)m3 572 568 1,140 546 503 1,049 475 472 947 420 461 881 513 422 935

総水使用量 (千)m3 589 824 1,413 564 744 1,308 494 702 1,196 438 701 1,139 530 676 1,206

井戸水の割合 ％ 97 69 81 97 68 80 96 67 79 96 66 77 97 62 78

紙類使用量 紙類 t 131 171 302 135 121 256 142 192 334 132 206 338 134 225 359

一般廃棄物
排出量

一般廃棄物 t 904 936 1,840 998 1,487 2,485 881 1,739 2,620 944 1,755 2,699 962 1,271 2,233

リサイクル量 t 297 543 840 367 713 1,080 307 904 1,211 303 866 1,169 341 551 892

リサイクル率 ％ 33 58 46 37 48 43 35 52 46 32 49 43 35 43 40

産業廃棄物
排出量 産業廃棄物 t 617 1,209 1,826 619 1,521 2,140 603 1,577 2,180 564 1,689 2,253 677 1,166 1,843

実験廃液類
排出量

有機廃液（ハロゲ
ン非含有） t 23.5 91.4 114.9 27.7 89.4 117.1 24.4 89.9 114.3 25.1 83.9 109.0 25.2 87.8 113.0

有機廃液（ハロゲ
ン含有） t 14.5 33.2 47.7 14.3 36.6 50.9 13.9 34.6 48.5 12.7 37.3 50.0 14.1 39.9 54.0

無機廃液・廃試薬 t 5.5 20.8 26.3 7.2 63.5 70.7 6.9 102.6 109.5 7.9 66.9 74.8 9.2 43.1 52.3

その他（水銀系、廃シリカゲル、	
廃ガラス、廃プラスチック） t 2.7 33.0 35.7 3.2 33.4 36.6 2.3 32.9 35.2 2.2 33.1 35.3 2.3 29.3 31.6

PRTR制度に
基づく

報告取扱量

ヘキサン※1 t 4.5 17.0 21.5 4.0 16.0 20.0 3.5 15.0 18.5 6.2 13.0 19.2 3.6 14.4 18.0

クロロホルム t 2.3 12.0 14.3 2.4 13.0 15.4 2.9 12.0 14.9 2.0 11.0 13.0 2.7 13.6 16.3

ジクロロメタン t 2.7 11.0 13.7 3.0 11.0 14.0 3.0 11.0 14.0 3.6 12.0 15.6 2.7 13.6 16.3

その他※2 t 0.0 5.6 5.6 0.0 5.2 5.2 0.0 6.5 6.5 0.0 3.4 3.4 0.0 4.9 4.9

データ一覧（過去5年分）

※1　2019～2022年度はノルマル-ヘキサンとして表記
※2　アセトニトリル、N,N-ジメチルホルムアミド、テトラヒドロフランなど報告した物質 
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環境コミュニケーション／富山大学

2025年8月20日、富山大学五福キャンパスにおいて、富山大学との意
見交換会を開催しました。（富山大学8名、東海国立大学機構14名が参加）

富山大学では、環境安全衛生マネジメント委員会のもと、環境マネジメン
ト、化学物質管理、安全衛生の3分野における取組を実施しています。大
学内で環境マネジメントシステム（EMS）を運用しており、全31部局を対象
に、教職員と学生の協働による環境内部監査を行い、環境配慮活動への意
識醸成に繋げていました。

３大学の環境サークルや環境配慮活動に携わる学生から自身の活動につ
いても紹介し、自転車・家電などのリユース活動や学内や地域の方に向けての環境啓発活動の実施、大学内での内部監査等につい
て活発な意見交換が行われました。富山大学と東海国立大学機構の環境コミュニケーションは2022年にオンラインで開催して以来
の2回目となり、参加した３大学の学生からの積極的な発言も多く、大変有意義な意見交換となりました。

意見交換会でのご意見は、環境報告書ならびに環境活動のさらなる発展に役立てていきます。

参加学生のコメント

富山大学と東海国立大学機構の環境報告書
を読み比べ、全く異なるイメージを受けまし
た。しかし、形は違えど、環境に対する思い
の方向は同じで、両者より良い大学運営のた
め、尽力していることが伝わってきました。ま
た、3大学の学生間で自分たちの活動を発表
し合い、お互いに新たな視座を得ることので
きる貴重な機会となりました。
▶岐阜大学応用生物科学部2年
　岩本侃大
　（岐阜大学里山暮らし応援隊所属）

今回、対面で意見交換させていただき、大変
有意義な時間となりました。環境報告書、大
学や学生の環境への取組の認知拡大という共
通の課題について情報を共有でき、参考にな
りました。また、大学ごとの多様な環境問題
へのアプローチを知ることで、今後の取組に
繋がる新たな視点を得ることができました。
▶︎名古屋大学農学部4年
　草間美咲

● 幅広い読者に手に取ってもらえるよう表紙公募や顔写真の追加、学生委員の参加、学生等への広報活動によって、環境報告書が
大学の活動や学生の目線を知るきっかけになっている。

● 環境に関する学生の活動が活発である点はすばらしい。SNSの活用等を通じて、環境活動の紹介や新入生の勧誘を行い、活動が
継続できるようにしている。

● 環境管理、化学物質管理、安全衛生管理それぞれが連携して環境安全衛生マネジメント体制をとっているところは特徴である。
● 富山大学の環境マネジメントとして、各部局の教職員の中から環境安全を推進する方が指名され、環境配慮活動が円滑に実施さ

れるよう働きかけている。また、ISO14001に基づく養成講座を開講し、受講した学生や教職員が環境内部監査を実施することで、
富山大学の環境マネジメントシステム（EMS）の運用状況が確認されている。

● 監査の結果、改善の余地があると判断された項目を次年度の重点項目とすることで、継続した改善を行っている。環境配慮活動
の目標を数値化している。

いただいた意見

参考になった富山大学の取組
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2025年3月5日、岐阜大学・名古屋大学で環境活動に取り組む学生・教職
員２９名が株式会社JERA碧南火力発電所（愛知県碧南市）を見学し、JERAの
方々と交流を深めました。岐阜大学の講義「環境マネジメントと環境経営」の
ゲストスピーカーとして中部電力株式会社の方々に講義を行っていただいた
ことから、今回の環境に関するコミュニケーションが実現しました。

碧南火力発電所は、愛知県碧南市の南部にあり、石炭火力としては国内最
大の発電所です。※

日本では化石燃料での火力発電が電力需要の7割以上を支えていますが、
国内のCO₂排出量の約4割が火力発電所に由来しているという課題がありま
す。株式会社JERAでは、2050年までに事業から排出されるCO₂を実質ゼロ
にするというチャレンジ「JERAゼロエミッション 2050」に取り組んでおり、碧南火力発電所では、燃焼時にCO₂を排出しないアンモニア

燃料の利用に取り組まれています。2024年4月には、燃料の20％を石炭からアンモニアに転換する実証
実験に成功しました。今回は、石炭火力発電所における燃料アンモニアを利用した発電の仕組みや火力
発電所の施設等をご紹介いただきました。

続いて行われた意見交換の場では、学生からアンモニア燃料による発電などについて質問があり、カー
ボンニュートラルへ向けた取組について知識を深めました。

温室効果ガスを排出しないクリーンなエネルギーが作られることは、大学でのカーボンニュートラル実
現にも近づくことになります。今回の見学を通じて、次世代の発電方法や環境配慮の取組について理解
を深め、未来への新たな視点を得ることができました。また、カーボンニュートラルへの取組が一層進展
している状況を知る好機となりました。

意見交換の話題意見交換の話題

環境コミュニケーション／株式会社JERA碧南火力発電所

Q.石炭とアンモニアを用いた発電を比較したときの発電効率や輸送方法の違いはありますか。
A.石炭とアンモニアを比較した場合、発電効率はほぼ同等です。また輸送方法について、石炭は固体のま

ま船に積載して搬送されてきますが、アンモニアは一旦液化してタンクに貯蔵され搬送されます。

Q.今後のアンモニアを燃料として利用するための技術開発の見通しを教えてください。
A.JERAが目指しているのは段階的にアンモニア燃料への転換比率を高め、最終的にはアンモニア専焼と

するための技術開発等を進めています。また、製造～輸送においてもCO²を排出しないもしくは回収する取組を進めています。
政府の示すエネルギー基本方針などからも脱炭素化に向けた重要な取組のひとつと考えています。

Q.碧南火力発電所における取組などを子どもたちへ伝える機会はありますか。
A.碧南火力発電所に隣接する地域共生施設であるJERA museum HEKINANを活用して、発電所見学のイベントを企画したり、

所員が高校に出向いて講義をしたり、子供たちを対象とした雑誌の取材を受けるなどして、発電所事業に共感や親近感を得ていた
だける取組を行っています。

JERAの方 に々お話を伺いました

●アンモニアを燃料として利用する上での安全対策
●地球にやさしい発電方法としてのアンモニアの利用、
　他のバイオマス発電や水素発電との違い
●アンモニア燃料による発電にあたってのメリット、
　デメリット

●カーボンニュートラルへの取組とJERAゼロ
　エミッション2050ロードマップの現状
●アンモニアの製造、輸送から使用に至るすべての
　過程でCO2を発生させない取組
●JERA park HEKINANの魅力　etc.

	 ※出典：JERAパンフレット　ゼロエミッション 火力発電[石炭火力発電×アンモニア]

JERAの方々と参加者

アンモニアのタンク

JERA museum HEKINAN



第三者評価

「Common Nexus（コモンネクサス）」につきまして、
2025年7月の開館を心よりお祝い申し上げます。貴機
構ビジョン2.0を体現し、行政・企業・市民との共創の場
として、従来の国立大学像を刷新し、全世代の人材育
成に資する拠点として日本の核となることを期待いたし
ます。

さて、貴機構の『環境報告書2025』を拝読し、まず印
象的だったのは、名古屋大学・岐阜大学それぞれの強み
を生かした環境管理体制と環境方針です。とりわけ脱炭
素に関する取り組みは、ロードマップが大学別に策定さ
れ、科学的根拠に基づく削減目標（SBT）が設定、環境
データも定量的に開示され、透明性に優れています。シ
ナリオの信頼性も高く、脱炭素への先進的かつ積極的
な姿勢がよく理解できました。

本書は「教育」「研究」「社会貢献」「組織運営」「キャンパ
スプラン」の各視点から目標と実績を整理し、PDCAサ
イクルをわかりやすく示しています。また、「環境研究」に
掲載されたテーマは、弊社MS&ADグループの主要課題

（気候変動緩和と適応、持続可能な資源活用、環境負
荷軽減、生物多様性保全）と共通点が多く、関心をもっ
て拝読しました。

近年、東京証券取引所プライム市場上場企業では
TCFD（気候関連財務情報開示）が義務化、2023年3
月期決算企業から有価証券報告書での開示が求められ
ています。また、TNFD（自然関連財務情報開示）の自
主的取組も進み、ネイチャーポジティブ経営に向かう企
業も増えています。こうした企業は、貴機構の「教育・研
究」を通じた未来への投資に高い関心を寄せると考えま
す。本書には、CSV（共通価値の創造）のヒントが多く
含まれており、中小企業版SBT認定1,000社超の企業

との連携は、地域経済の活性化や地方創生にもつなが
る可能性を感じました。

さらに、「高校との探求人ガイダンス」は、子どもたち
の学習支援やキャリア支援の大学のみの取り組みだけで
なく、産学連携授業として展開することで、学生・児童
のみならず企業のサステナブル人材育成にも寄与すると
考えます。今後は「産学融合拠点TOIC」や「Common 
Nexus」の場において、本書が「レジリエントな社会構築」
への共創を促すツールとして発展することを期待します。

私自身、貴機構の本書を拝読したのは今回で２年目
でしたが、貴機構の環境経営の現状と将来像の理解が
深まり、教職員・学生だけでなく、地域住民、企業、行
政など多種多様なステークホルダーへのサステナブル教
育ツールであることを再認識しました。弊社は、「SAFE　
TOWN DRIVE ALL 岐阜」プロジェクトを立ち上げ、産
官学連携として「交通事故削減とCO2削減」を目的とした
エコドライブの普及活動に取り組んでいます。今後取り
組む「環境×防災・減災」のテーマにおいて、本書を活用
させていただき、地域のネットワークづくりにチャレンジ
してまいります。最後に、このような寄稿の機会を賜り
ましたことに感謝申し上げるとともに、貴機構の益々の
発展を祈念いたします。

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

岐阜支店　地域戦略室長兼参与　永
ながふじ

藤 明
あきのり

憲 氏

	あいおいニッセイ同和損保 (aioinissaydowa.co.jp)
	 https://www.aioinissaydowa.co.jp/
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第１章　環境報告の基礎情報

１．環境報告の基本的要件

（１）報告対象組織・対象期間 表紙の裏

（２）基準・ガイドライン等 61
（３）環境報告の全体像 表紙の裏

２．主な実績評価指標の推移

（１）主な実績評価指標の推移 52～57
第２章　環境報告の記載事項

１．経営管理者のコミットメント

（１）重要な環境課題への対応に関する経営責任者のコミットメント 1、13、16～18
２．ガバナンス

（１）事業者のガバナンス体制

16～18（２）重要な環境課題の管理責任者

（３）重要な環境課題の管理における取締役会及び経営業務執行組織の役割

３．ステークホルダーエンゲージメントの状況

（１）ステークホルダーへの対応方針 2～9 
30～33 
38～59（２）実施したステークホルダーエンゲージメントの概要

４．リスクマネジメント

（１）リスクの特定、評価及び対応方法 16～17 
40～41（２）上記の方法の全社的なリスクマネジメントにおける位置づけ

５．ビジネスモデル

（１）事業者のビジネスモデル 1、13～15
６．バリューチェーンマネジメント

（１）バリューチェーンの概要 　ー※1

（２）グリーン調達の方針、目標・実績 54
（３）環境配慮製品・サービスの状況 　ー※1

７．長期ビジョン

（１）長期ビジョン
1、6～9、 
13、54

（２）長期ビジョンの設定期間

（３）その期間を選択した理由

８．戦略

（１）持続可能な社会の実現に向けた事業者の事業戦略 1、6～9、13、54
９．重要な環境課題の特定方法

（１）事業者が重要な環境課題を特定した際の手順 16～17
（２）特定した重要な環境課題のリスト

18～19（３）特定した環境課題を重要であると判断した理由

（４）重要な環境課題のバウンダリー

１０．事業者の重要な環境課題

（１）取組方針・行動計画 6 ～ 9、18
（２）実績評価指標による取組目標と取組実績 表紙の裏

8～11、 
19、52～57（３）実績評価指標の算定方法・集計範囲

（４）リスク・機会による財務的影響が大きい場合は、それらの影響額と算定方法   ー※2

（５）報告事項に独立した第三者による保証が付与されている場合は、その保証報告書   ー※2

参考資料

1．気候変動

（１）温室効果ガス排出（スコープ１、スコープ２、スコープ３排出量）

8～11、 
52～54、57

（２）温室効果ガス排出原単位

（３）エネルギー使用量の内訳及び総エネルギー使用量

（４）総エネルギー使用量に占める再生可能エネルギーの使用量の割合

２．水資源

（１）水資源投入量

55、57（２）水資源投入量の原単位

（３）排水量

（４）事業所やサプライチェーンが水ストレスの高い地域に存在する場合は、その水ストレスの状況   ー※2

３．生物多様性

（１）事業活動が生物多様性に及ぼす影響   ー※2

（２）事業活動が生物多様性に依存する状況と程度   ー※2

（３）生物多様性の保全に資する事業活動 29、34～
35、39、 
46～51（４）外部ステークホルダーと協働の状況

４．資源循環

（１）資源投入量（再生不能・再生可能）

52 ～ 57
（２）循環利用材の量

（３）循環利用率（＝循環利用材の量/資源投入量）

（４）廃棄物等の総排出量・最終処分量

５．化学物質

（１）化学物質の貯蔵量・排出量・移動量・取扱量（使用量） 55 ～ 57
６．汚染予防

（１）法令順守の状況 52 ～ 57
（２）待機汚染規制項目の排出濃度、大気汚染物質排出量 56 ～ 57
（３）排水規制項目の排出濃度、水質汚濁負荷量 55
（４）土壌汚染の状況 55

記載ページ 記載ページ

環境省 環境報告ガイドライン（2018年度版）による項目

※1　大学等の業種では該当しない。
※2　該当しない。
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年  代 世  界 日  本
1970年代 1972 国連人間環境会議「人間環境宣言」採択（ストックホルム） 1971 環境庁発足

国連環境計画（UNEP)設立、ローマクラブが「成長の限界」を発表 1972 自然環境保全法制定
1973 石油危機 1979 省エネ法（エネルギーの使用の合理化に関する法律）制定

ワシントン条約採択
1980年代 1984 環境と開発に関する世界委員会設立 1988 オゾン層保護法制定

1985 ウィーン条約採択
1987 モントリオール議定書採択

WCED「我ら共有の未来」発表→「持続可能な開発」の考え方を提唱
1988 気候変動に関する政府間パネル（IPCC)設立

1990年代 1992 地球サミット（リオデジャネイロ） 1992 自動車NOx法，種の保存法
気候変動枠組条約・生物多様性条約採択、リオ宣言採択 1993 環境基本法制定

1994 砂漠化対処条約採択 1994 環境基本計画の策定（第一次）
1997 気候変動枠組条約第3回締約国会議（COP3）、「京都議定書」採択 1995 容器包装リサイクル法制定

1997 環境影響評価法制定
1998 家電リサイクル法、地球温暖化対策推進法制定
1999 PRTR法制定

2000年代 2002 持続可能な開発に関する世界首脳会議（WSSD）（ヨハネスブルグ） 2000 循環型社会形成推進基本法制定、循環関連法６法案成立
2005 「京都議定書」発効 2001 環境省発足
2007 IPCC第４次評価報告書 2002 自動車リサイクル法制定
2008 「京都議定書」第一約束期間スタート、G８北海道洞爺湖サミット 2003 環境保全活動・環境教育推進法制定
2009 気候変動枠組条約第15回締約国会議（COP15）（コペンハーゲン） 2004 外来生物法制定

2007 21世紀環境立国戦略
2008 生物多様性基本法制定
2009 地球温暖化対策中期目標を国際公約（GHG排出量90年比25％削減）

2010年代 2010 気候変動枠組条約第16回締約国会議（カンクン） 2011 東日本大震災
「カンクン合意」2020年のGHGsの削減目標・行動の位置づけ 東京電力福島第一原子力発電所事故
生物多様性条約締約国会議（COP10)（名古屋） エネルギー・環境会議設置

「名古屋議定書」「愛知目標」採択 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法制定
2012 国連持続可能な開発会議（リオ+20）（リオデジャネイロ） 2012 革新的エネルギー・環境戦略決定

生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学政策プラットフォーム（IPBES)設立 第４次環境基本計画
2013 水銀に関する水俣条約採択 生物多様性国家戦略2012-2020
2013 2015 水銀による環境の汚染の防止に関する法律　公布

〜 IPCC第５次評価報告書 地球温暖化対策推進本部「日本の約束草案」策定
2014 （2030年度にGHG排出量13年度比26.0％削減）
2015 国連総会でSDGsを含む持続可能な開発のための2030アジェンダ採択 2016 地球温暖化対策計画

気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）（パリ） 2018 気候変動適応法、第５次環境基本計画
「パリ協定」採択 2019 「プラスチック資源循環戦略」策定

2019 IPBES生物多様性と生態系サービスに関する地球規模評価報告書政策
決定者向けの要約発表、G20大阪サミット、国連気候行動サミット

「G20海洋プラスチックごみ対策実施枠組」合意

2020年代 2020 地球規模生物多様性現況第五版（GB05） 2020 2050年カーボンニュートラル　政府声明

2021 気候変動枠組条約第26回締約国会議（COP26）（グラスゴー） 2021 地球温暖化対策推進本部
G7サミットで自然協約採択（30by30） （2030年度にGHG排出量2013年度比46％削減） 

（30by30目標 ：2030年までに陸と海の30％以上を保全または保護する目標） 地域脱炭素ロードマップ決定
2021 プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律　公布

～ IPCC第6次評価報告書（WG1,WG2,WG3） 2022 「30by30ロードマップ」策定
2022
2022 生物多様性条約締約国会議(COP15)

「昆明・モントリオール生物多様性枠組」採択
2023 IPCC第6次評価報告書（統合報告書） 2023 生物多様性国家戦略2023-2030

2024 第６次環境基本計画

地球温暖化対策、持続可能性をめぐる世界、日本、東海国立大学機構の動き
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7
評
価

国際的に環境問題への関心が高まる中、グローバルな視点で情勢を捉え、
私たちができること・すべきことを考えていく必要があります。
東海国立大学機構では、国内外の情勢と並行して、
環境配慮型社会の実現に向けた取組を発展させてきました。
これからも国際社会と協調し、機構として目指すべき目標を定めたうえで
具体的な活動につなげていくことが重要です。
遠い将来、この年表にはどのような取組が刻まれていくのでしょうか。

岐阜大学 名古屋大学
2002 流域圏科学研究センター設置 2001 大学院環境学研究科設置
2003 地域科学部でISO14001認証取得 2003 生物機能開発利用研究センター設置
2006 環境対策室を設置 2005 エコトピア科学研究所設置

環境方針を制定 環境方針を制定
初の「環境報告書」発行 2006 「環境安全衛生推進本部」「環境安全衛生管理室」設置

2009 岐阜大学流域水環境リーダー育成プログラム開講 初の「環境報告書」発行
環境ユニバーシティ宣言 2008 国際環境人材育成プログラム（NUGELP）の開始

2009 附属図書館，医学教育研究支援センター動物実験施設においてESCO事業開始
2010 第1回環境ユニバーシティフォーラム開催 2010 医学部附属病院においてESCO事業開始
2011 学生によるISO14001内部環境監査の開始 減災連携研究センター設立

ISO14001認証範囲を教育学部、附属小・中学校へ拡大 「二酸化炭素排出量を2024年度までに、2005年度比20％以上削減」目標設定
2012 十六銀行と「環境保全における連携に関する覚書」締結 環境方針を改訂

十六銀行連携「エコ活動啓発ポスター」募集企画始動 名古屋大学キャンパスマスタープラン2010策定
ISO14001認証範囲を医学系研究科・医学部、応用生物科学部へ拡大 2013 名古屋大学大学院5研究科連携ESDプログラム

2013 ISO14001認証を工学部が取得し、全学（附属病院を除く）で認証取得 （2017より6研究科連携ESDプログラム）の開始
2015 FC岐阜と「環境保全における連携に関する覚書」締結 2014 未来社会創造機構設置

岐阜大学キャンパスマスタープラン2015策定 大学院環境学研究科附属「持続的共発展教育研究センター」設置
次世代エネルギー研究センター設置 2015 宇宙地球環境研究所発足
地域減災研究センター設置 エコトピア科学研究所を未来材料・システム研究所に改組
FC岐阜連携「岐阜う米プロジェクト」開始 2016 「二酸化炭素排出量を2024年度時点で2005年度比30％以上削減」

2016 医学部附属病院においてESCO事業開始 目標設定
ISO14001内部環境監査員養成研修修了証書授与開始 名古屋大学キャンパスマスタープラン2016策定

2017 「二酸化炭素排出量を2030年度において、2013年度比40％以上の削減」 2018 フューチャーアース研究センター設立
目標設定

2018 次世代エネルギー研究センターを地方創生エネルギーシステム研究センターに改組
2019 鷭ヶ池自然再生プロジェクト始動
2020 地域環境変動適応研究センター設置

2020　東海国立大学機構　設立
2020 岐阜県気候変動適応センターを岐阜大学と岐阜県で共同設置
2021 環境安全衛生統括本部の設置

岐阜大学次世代地域リーダー育成プログラムに環境リーダーコース新設
カーボンニュートラル達成に貢献する大学等コアリションに参画
初の「東海国立大学機構環境報告書」発行
カーボンニュートラル推進室設置
岐阜大学に脱炭素・環境エネルギー研究連携支援センター設置
初の「統合報告書」発行

2022 環境安全衛生統括本部を環境安全・防災統括本部に再編
名古屋大学キャンパスマスタープラン2022策定、岐阜大学アクションプラン2022策定
岐阜県野生動物管理推進センターを岐阜大学と岐阜県で共同設置
名古屋大学に未来社会創造機構脱炭素社会創造センター設置

「2030年に温室効果ガス51％（2013年比）以上削減し、2050年までのできるだけ早い時期にカーボンニュートラル実現」目標設定
「省エネアクト for ゼロカーボンキャンパス」のもとに省エネ行動の推進

2023 環境安全・防災統括本部に環境安全統括室を設置
2024 岐阜大学に流域圏科学研究センター、地域環境変動適応研究センター、脱炭素・環境エネルギー研究連携支援センターを統合し、環境社会共生体研究センター設置
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表紙掲載
裏表紙掲載

岐阜県、愛知県にまつわる動植物を一本の木に見
立て、動植物を守っていくことで、美しく、豊か
な環境を守っていくというコンセプトをもち表現し
ました。岐阜大学、名古屋大学のイメージカラー
を使用した県のシルエットを中心に、グラデーショ
ンで色彩し、それぞれの県鳥、県花、県木、県魚
を描きました。絶滅危惧や環境に影響のある様々
な動植物を描いたので、目に留まるような印象的
なデザインになっていると思います。

影絵をモチーフとして制作をしました。影
絵には様々な人々が年齢や性別、人種等
に関係なく協力するという意味が込められ
ています。また、より良い環境や自然を守
るだけでなく、人々が自分の手で作り上げ
ていくという思いを表現しています。制作
にあたっては、多くの人に環境報告書を
手に取ってもらえるように、カラフルで絵
本のような親しみやすさを意識しました。

2025年7月、東海国立大学機構の新た
な施設「Common Nexus （コモンネクサ
ス、愛称【ComoNe、コモネ】）」のオープ
ンを記念した作品です。コモネの屋上が
緑地化されたこととその特徴的な屋根の
形がわかるよう撮影しました。豊田講堂
からコモネへと続くグリーンベルトを環境
報告書に掲載することで、東海国立大学
機構の構成員や近隣住民の方々に気づい
ていただき、再び皆さまの憩いの場とな
ることを願って作成しました。

岐阜大学 教育学部 美術教育講座 3年

伊
いとう

藤　海
みお

音 さん

名古屋大学 安全科学教育研究センター

原
はらだ

田　敬
たかあき

章 さん
岐阜大学 教育学部 美術教育講座 3年

河
かわい

合 和
なこ

恋 さん

優秀賞大　賞

表紙作品の公募について

東海国立大学機構環境報告書は、本機構の環境に関する幅広い取組を本機構の構成員はも
ちろん、中高生など若い世代や近隣地域にお住まいの方など多くの方に知っていただくことを
目的として作成しています。表紙作品を岐阜大学と名古屋大学の学生および教職員から公募し、
多数の素晴らしい作品の応募が寄せられました。この取組により多くの方々にこの表紙を見て
本報告書を読んでいただくことで、東海国立大学機構の教育や研究などを通じたさまざまな環
境活動に興味を持っていただく機会となれば幸いです。今回ご応募いただいた皆様と、公募の
周知にご協力いただいた皆様に心より感謝申し上げます。

編集後記
東海国立大学機構として5冊目の環境報告書を無事発行することができました。これまで編集委

員長を務めててくださった林瑠美子先生の意向を引継ぎ、「手に取って読んでもらえる環境報告書」、
「コミュニケーションツールの一つ」として活用されることを目指して作成しました。今回は新しく
機構にオープンしたCommon Nexus（愛称ComoNe（コモネ））の紹介、岐阜北高等学校の高校
生に環境報告書を読んでもらうという新企画を盛り込み、学生、高校生の相互交流を進めること
ができました。毎年、編集を通して多くの方々が対話し、理解を深めることができたと思っています。
環境についての講義でゲストスピーカーを担当してくださったことを縁に中部電力㈱、㈱JERAの
方々には発電所の見学、意見交換の機会を設定いただいこと、発行直前となった8月中旬に環境コミュニケーションを快くお引き受けくださった
富山大学の皆さまには感謝しております。また、第三者評価を快諾してくださいましたあいおいニッセイ同和損害保険㈱の永藤明憲さま、
巻末に編集に携わってくださった教職員、学生を記しましたが、この他にも執筆、意見交換など快く協力してくださった学内外の多くの皆様に
も心より感謝申し上げます。この環境報告書が今後もコミュニケーションツールの一つとして活用されることを願っています。

（編集委員長　櫻田　修、副編集委員長　原田　敬章）
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問合せ先

国立大学法人東海国立大学機構
https ://www.thers .ac . jp/about/
publications/environmental/index.html

国立大学法人東海国立大学機構 施設統括部環境安全課 
〒464-8601 愛知県名古屋市千種区不老町
E-mail：e-report@t.thers.ac.jp
TEL：058-293-2118（岐阜大学）052-789-2116（名古屋大学）

編集委員長 
岐阜大学工学部　教授 櫻田　修

副編集委員長 
名古屋大学安全科学教育研究センター兼
環境安全衛生管理室　准教授 原田　敬章

統括環境管理責任者 
工学部　教授 大谷　具幸

副統括環境管理責任者  
応用生物科学部　教授 伊藤　健吾

工学部　教授 小林　智尚
応用生物科学部　教授 八代田　真人
応用生物科学部　教授 椎名　貴彦
名誉教授 長谷川　典彦

自然科学技術研究科　修士課程２年 髙橋　楓佳
自然科学技術研究科　修士課程２年 寺澤　寛哉
自然科学技術研究科　修士課程１年 加賀　貴美子
工学部４年 尾﨑　大雅
工学部４年 片山　義章 ※１

工学部４年 竹中　智哉
教育学部４年 繁　ハナ子 ※２

教育学部４年 藤井　大輝 ※２

工学部４年 野村　知穂 ※３

工学部４年 水野　紗希 ※３

応用生物科学部４年 堀部　真生 ※１

地域科学部３年 加藤　大翔 ※４

応用生物科学部３年 上井　ゆり子 ※１

応用生物科学部３年 大矢　嵩太 ※５

応用生物科学部３年 清田　暖乃 ※１

応用生物科学部３年 前田　佳穂 ※１

応用生物科学部３年 宮嶋　幸太郎 ※６

教育学部２年 日比野　里沙
地域科学部２年 奥村　心咲 ※６

地域科学部２年 高安　陽大 ※１

応用生物科学部２年 伊藤　優芽 ※１

応用生物科学部２年 岩本　侃大 ※4

応用生物科学部２年 澤村　葵 ※１

応用生物科学部２年 関原　雫 ※１

安全科学教育研究センター兼
環境安全衛生管理室　教授 富田　賢吾

安全科学教育研究センター兼
環境安全衛生管理室　准教授 山本　忍

施設・環境計画推進室　教授 田中　英紀
農学部・生命農学研究科　教授 山崎　真理子
農学部・生命農学研究科　准教授 岩永　青史
未来社会創造機構脱炭素社会創造
センター　准教授 町田　洋

東海国立大学機構　環境報告書2025　編集チーム

教員編集委員 学生編集委員

岐阜大学

岐阜大学

生命農学研究科　博士後期課程２年 猪子　順子
工学研究科　博士前期課程２年 髙瀬　有登
医学部６年 鬼頭　秀和 ※７

農学部４年 中島　茉里 ※７

農学部４年 草間　美咲
農学部３年 榊原　康介 ※８

農学部３年 川瀬　菊清貴 ※７

法学部３年 加藤　綾萌 ※７

理学部２年 家田　翔 ※８

工学部２年 伊藤　駿吾 ※８

理学部２年 諏訪　孝弘 ※８

工学部２年 山﨑　友太 ※８

経済学部２年 奥村　友為 ※７

名古屋大学

名古屋大学

印刷・デザイン　サンメッセ株式会社

※１　岐阜大学環境サークル G-amet所属
※２　岐阜大学生協学生委員会(GI)所属
※３　岐阜大学緑化研究会 three trees所属
※４　岐阜大学　里山暮らし応援隊所属
※５　農場サークル同好会所属
※６　ツキノワグマ研究会所属
※７　環境サークル Song of Earth所属
※８　名大祭実行委員会 環境対策部所属

次長 園田　秀久 *
次長 桟敷　晃弘
設備課　課長 鈴木　律文 *
設備課　課長 杉本　裕康
設備課　課長補佐 野呂　雅幸 *
設備課　課長補佐 宮崎　典 *
設備課　課長補佐 森　浩之
参事 森　玲
設備課　電気第三係長 宮田　和明 *
設備課　電気第一係長 濱口　将希
設備課　機械第一係長 杉下　雅敏 *
設備課　機械第二係　主任 久保　賢太郎
環境安全課　課長 梶浦　有一郎 *
環境安全課　課長 大西　功 *
環境安全課　課長 大場　亮
環境安全課　主幹 石原　光博
環境安全課　課長補佐 松野　晃三
環境安全課　課長補佐 水谷　聡
環境安全課　安全衛生係　主任 鈴木　昇治
環境安全課　安全衛生係 東　貞男
環境安全課　安全衛生係 角谷　純子
環境安全課 環境安全係　係長 髙瀬　恵子
環境安全課 環境安全係　主任 矢崎　寛子
環境安全課 環境安全係 井上　裕

東海国立大学機構　施設統括部

＊　2025年4月以前の在籍者
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